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ビジョン ミッション

WHO健康開発総合研究センター（WHO神戸センター・WKC）はグローバルな 
研究拠点として、ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）、人口高齢化に対応した 
社会的ケア、および災害・健康危機管理を促進するため、サービス提供、持続可能な 
資金調達、指標と測定の諸側面における保健制度の革新に重点的に取り組んでいます。

この30周年記念報告書では、1996年3月から2025年6月までの30年間に、 
当センターが研究と健康開発の分野において国内外で行ってきた主な貢献を取り上げます。

ユニバーサル・ 
ヘルス・カバレッジ
（UHC）とイノベー
ションの実現に 
向けたグローバルな
研究拠点。

UHC、保健医療財政、高齢化、災害・健康危機管理の
各研究分野におけるセンターの強みを生かし、 
日本をはじめアジア太平洋地域やさらに広い地域で 
得られた教訓をもとに世界レベルの政策策定に資する 
知見を提供するため、公平かつ持続可能なUHCの 
実現に向けたイノベーションと研究を推し進める。
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前書き

神戸グループからの
メッセージ

ＷＨＯ健康開発総合研究センター（ＷＨＯ神戸
センター・ＷＫＣ）は、阪神・淡路大震災か
らの復興に向けたシンボル・プロジェクトと

して、1996年３月に開設されました。以来、30年の長
きに渡り、グローバルな活動と地元への貢献という二つの
使命を担いながら活動を続けてこられました。

この間、我が国唯一のＷＨО直轄機関として、多分野に
わたる国際的な研究や、高齢化、災害対策など、地元だ
けでなく国内の関心が高い研究に取り組まれ、その成果
を数多くの研究論文や国際会議を通じて世界に発信され
るなど、大きな功績を挙げてこられました。サラ・バーバー
所長をはじめ、歴代の所長、そしてWHO神戸センター
の研究開発に携わってこられた全ての皆様に、心より感謝
を申し上げます。

とりわけ、阪神・淡路大震災の翌年にあたる1997年１月には、震災の経験をもと
に国際シンポジウム「地震と健康：脆弱性の軽減、備え、復旧」を開催され、今後
の復興や防災計画への提言をいただいたほか、東日本大震災発生後には、ＷＨО
とともに公衆衛生リスクの評価と提言を日本語に翻訳したうえで広く発信されるな
ど、震災復興への支援をいただきました。
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また、新型コロナウイルス感染症によるパンデミックが世界を襲った際には、ＷＨО
が発表する公式情報の中で、日本に関連が深いものを日本語に翻訳し、ＳＮＳによ
り国内へ迅速に情報発信されるなど、災害・健康危機管理をテーマに多くの取組を
進めてこられました。

さらに、2016年から毎年開催されている学生フォーラムは、多くの学生の国際感覚
を醸成し、未来のグローバルリーダーを目指すきっかけにもなってきました。この兵
庫県の地から、世界に羽ばたく人材が生まれることを、心から嬉しく思います。

世界の保健医療を取り巻く環境が急速に変化していく中で、WHO神戸センターに
は非常に大きな社会的役割を果たしていただいたことに重ねて御礼申し上げます。
2026年３月を節目に、WHO神戸センターは30年間の歴史に幕を下ろされます
が、その研究成果が将来にわたって、国内外に還元されますことを大いに期待して
います。

ＷＨОの今後ますますのご発展と、関係の皆様のご健勝でのご活躍を心からお祈りし
ます。 

ＷＨＯ神戸センター協力委員会会長
兵庫県知事
齋藤　元彦
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序文

所長からの
メッセージ

世界保健機関健康開発総合研究センター（WHO
神戸センター・WKC）は、人口高齢化に求めら
れるサービスに対応するための保健制度や継続

的ケア制度、および災害や健康危機への備えに関する研
究を世界的な規模で行っています。代表的な活動として、
重点的に取り組んでいる健康開発に関する研究は、国内
外通じて、まだ強い関心が向けられていない新たな重要
課題です。WHO神戸センターはWHO本部直轄の研究
機関として、兵庫県神戸市に拠点を置いています。また、
関西地方の大学との協力を通じて、地域の健康ニーズに
対する活動を行うとともに、研究成果を地元に共有する
フォーラムの開催、地元自治体等の専門家会議や委員会
への参加、WHOの最新情報の共有などを通じて、地元
に貢献しています。WHO神戸センターは、社会的・技術
的イノベーションを世界から日本へ、また日本から世界へ
と橋渡しするサポートを行うなど独自の役割を果たしてい
ます。また、兵庫県、神戸市、さらには日本全国で得た
知見や教訓を、同様の課題に直面する世界の国々と共有
する上でも重要な役割を担っています。

WHO神戸センターの活動が成功を収めたのは、共同研究の利点を活かし、既存の
ネットワークを基盤としたからです。過去10年間で、159のパートナーと協力しまし
た（付録1を参照）。大学や研究機関、WHO協力センター、多国間や二国間の開
発機関、地域の経済団体、市民団体や地域コミュニティーなどのステークホルダー
と連携し、喫緊の課題に対処するための研究を促進しています。WHO神戸センター
は、学術界との共同研究の成果を査読付きの専門誌やWHOの出版物に発表してい
るほか、主要パートナーのネットワークも活用し、研究で得られた知見を世界や地域、
そして日本国内の政策決定者に向けて広く発信しています。2016年以降、250を
超える研究報告書と出版物が発表されました。WHO神戸センターでは、活動の一
環として、青年育成と次世代の公衆衛生の専門家の支援も行っています。WHO神
戸センターは、WHOインターンシッププログラムを通して、世界中の大学生・大学
院生に、WHOの技術・管理プログラムを理解し、WHOでの業務に携わる機会を
提供しています。WHO神戸センターに在籍したインターンたちは、日本や世界各地
で公衆衛生の向上に貢献するキャリアを築いています。
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2025年3月、兵庫県の地元自治体と民間企業で構成され、WHO神戸センターの
財政支援をしていた神戸グループが、支援の終了を発表しました。30年間の支援
が終了した後、WHOと神戸グループの間で調印された覚書の4期目の更新は行わ
れないとの決定が下されました。これにより、2026年3月31日をもってWHO神
戸センターは閉鎖されることになりました。

WHO神戸センターを30年にわたり継続的に支援してくださった神戸グループ、兵
庫県民、神戸市民の皆さまに心から感謝申し上げます。みなさまのおかげで、私た
ちはこれほど多くの成果を挙げることができました。このような支援がなければ、私
たちが地域と世界に影響を及ぼすことはできなかったでしょう。WHO神戸センター
は、世界規模で健康開発に資する研究を推進し、世界の人々の役に立つ科学的研
究と進歩の世界的な拠点を神戸に確立させるという目的を達成しました。WHO神
戸センターの活動はパートナーの皆さまを通じて継続され、その功績は未来の世代
のために今後も長く役立つことが期待されます。

WHO健康開発総合研究センター（WHO神戸センター）
所長

サラ・ルイーズ・バーバー
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はじめに

1

WHO健康開発総合研究センター 

WHOと神戸グループによる覚書 
（1995年8月22日）
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世界保健機関健康開発総合研究センター（WHO神
戸センター・WKC）は、兵庫県知事ならびに神戸市
長によるWHOへの提案を受け、国際的な保健事業
に貢献することを目的として1995年に設立されまし
た。地元自治体と協力団体が予算を拠出してWHO
神戸センターを設立するという本提案は、1995年の
１月下旬に開催されたWHO執行理事会で協議され
る予定でしたが、そのわずか１週間前に阪神・淡路大
震災が神戸市とその周辺地域を襲いました。しかし、
その壊滅的大災害の中でも本提案の内容は堅持され
執行理事会での協議を経て、1995年1月23日、
WHOは保健医療研究に貢献すべく与えられたこの素
晴らしい機会を歓迎することを表明しました。

1995年8月22日、WHO事務局長ならびに神戸グ
ループとの間で、WHO神戸センター設立に関する覚
書が調印されました。神戸グループは、兵庫県知事、
神戸市長、神戸商工会議所会頭、株式会社神戸製鋼
所社長により代表される組織です。
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WHO西太平洋地域事務局長：1998–2008年
ACWKC委員：2009–2011年 

尾身茂氏

2025年は、神戸グループがWHO神戸センターを支援する
ようになって30年の節目にあたります。これはドナーが
WHO神戸センターの活動に寄せる信頼と積極的な関わりを
表しているもので、これがなければセンターは存続できなかっ
たでしょう。世界の健康開発に対する兵庫県民と神戸市民の
支援と貢献は称賛に価します。WHO神戸センターの研究は、
災害・健康危機管理、および高齢化社会に向けた保健制度
の対応における日本の強みを示しました。

WHO神戸センターの設立30周年を心よりお祝い申し上げます。この節
目は、WHO神戸センターがグローバルヘルスを推進し、日本と世界の公
衆衛生システムを強化するために揺るぎない取り組みを続けてきた証です。

WHO神戸センターは30年の歩みを通じ、国内外における保健分野の
研究と政策形成において極めて重要な役割を果たしてきました。政策立
案者にとって指針となるような知見を提供し、世界的な人口動向や環境
変化、社会的・技術的革新に対応する保健システムを強化するための洞
察を提供してきました。

最近では、新型コロナウイルス感染症のパンデミックの間、300を超え
る技術ガイダンス文書を日本語に翻訳するという献身的な取り組みによ
り、日本の政策立案者は最新の公衆衛生のエビデンスに基づいて意思決

定を行うことができました。このたゆまぬ努力は、国民の健康とウェルビーイングを
守ることに直接貢献しました。

健康開発に対する皆さまの不断の取り組みは、西太平洋地域におけるグローバル規
模での卓越した活動として記憶されるでしょう。その貢献とリーダーシップに敬意を
表します。心からの感謝とともに、皆さまのご多幸を祈念いたします。

2

WHO健康開発総合研究センター | WHO神戸センター・WKC | 30周年記念報告書



第１期：
1996年3月–2005年12月 

2

開所式（1996年）
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1996年3月17日、WHO神戸センターは神戸市の
ポートアイランドにある神戸商工会議所ビルに仮オ
フィスを構えて、正式に発足しました。WHO神戸

センター初代所長はポーランド人のアンジェイ・ボイ
チャック氏で、惜しまれつつ2020年5月に逝去されま
した。ボイチャック氏は、神戸ポートアイランドにあるポー
トピアホテルの部屋でスタッフの採用を進めるなど、
WHO神戸センターの設立に尽力されました。

3



東京医科歯科大学大学院 医歯学総合研究科
国際保健医療事業開発学分野 教授

中村桂子氏

1994年6月、30年前のことになりますが、当時まだ若く未熟だったにも
かかわらず、兵庫県健康教育拠点構想検討委員会のメンバーに任命されま
した。そこで、県が健康増進のために中核的研究拠点を設立するという、
先駆的なコンセプトを持っていることを知ったのです。これは、将来の健康
政策を見越したもので、当時の日本では耳にしたことがないような全く新し
いアイデアでした。さらに、WHO執行理事会による承認に先駆けて、
WHO神戸センター（当時は仮称でした）の概要についての議論も行われて
いました。

私は、ここ兵庫県に設立される健康教育と健康政策の施設が国際共同研
究、人材育成、情報発信を通じて国内外で広く知られるようになるだろうと
感じていました。また、兵庫県と神戸市が人びとの健康を優先し、世界に

向けて健康に関する情報を発信する拠点として機能し、神戸には世界的なネットワークを通じ
て先進的な知識が入ってくる、そんなことも想像していました。

委員会は1995年2月に構想の詳細な草案を検討する予定でしたが、その年1月17日に発生
した地震のためにそれはかないませんでした。兵庫県と神戸市が大震災からの復興という困
難に直面していた1996年3月、WHO神戸センターが誕生しました。この開設に関わった全
ての人たちの努力に、深く感銘を受けました。

WHO神戸センターが、兵庫県と神戸市の地域コミュニティーとWHOとをつなぐ研究ができ
たのは、神戸グループが開設前の困難な時期を含めて継続的に支援してくださったおかげで
す。研究成果は国内外で広く活用されています。WHO神戸センターでは、地域コミュニティー
にとって最も重要な健康テーマである健康増進と健康危機および災害リスク管理に焦点を当
てた研究を行っています。こうした研究と、地域コミュニティーの健康増進と健康危機からの
保護のために社会に先進技術を実装するというアイデアには高い親和性があります。全国を
対象とするのではなく、兵庫県と神戸市という地域に焦点を当てた研究は、世界各国の地域
レベルで実施された他の研究に反映され、WHOを通じて世界的に影響をもたらしました。こ
うした研究が実を結んで、健康増進と健康危機・災害リスク管理における政策に反映され、こ
の分野の発展に寄与しています。

4
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WHO神戸センターが神戸市に設立されたことで、同市は間もなく世界の公衆
衛生分野において欠かせない存在となり、国際的な重要性を帯びた学際的議
論が集まる場所となりました。開設を記念して、WHO神戸センターは「Ur-
banization: a global health challenge（都市化：世界規模の健康課題）」
と題するシンポジウムを開催しました（1996年3月18–20日） 。世界からさま

ざまな部門の専門家が集まり、都市化に伴う複雑な健康問題に
関して分野を超えた研究への支持を表明しました。

阪神・淡路大震災発生から2年後の1997年1月には、神戸市
で2度目の国際シンポジウム「Earthquakes and People’ s 
Health: vulnerability reduction, preparedness and 
rehabilitation（地震と健康：脆弱性の軽減、備え、復旧）」
を開催しました。このシンポジウムでの提言は、神戸市の再建
と世界の防災計画の策定に寄与しました。

1998年4月23日、WHO神戸センターはHAT神戸にある国
際健康開発センターに移転しました。この地区は1995年の震
災後に再開発され、震災で自宅や仕事を失った多くの被災者や
住民に生活の場を提供する震災復興のシンボルとなっていまし
た。開設記念式典には清子内親王殿下がご臨席されました。
WHO神戸センターの初期の研究は、都市部における人々の
健康や人口高齢化など、差し迫ったグローバルヘルスの課題に
関するものでした。WHOは 、複雑かつ分野横断的な研究を

進めるにあたりWHO神戸センターがリーダーシップを発揮することを強く期待
しました。都市部の健康の社会的決定要因を分析するため、新たな統合的アプ
ローチが特定され、ライフサイクル、公平性、社会的排除、社会的結束、エン
パワーメントなどの要因の相互関係が明らかになりました。人々の健康はダイナ
ミックなプロセスと考えられ、健康開発は社会的・経済的発展の幅広い文脈の
中に位置づけられました。

5
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ジョー・アイビイ・ブフォード氏
ニューヨーク大学 グローバル公衆衛生大学院
公衆衛生プログラム 所長 

WHO神戸センターの設立30周年を心からお祝い申し上げます。1995年の
設立以来、WHO神戸センターを率いてきた方々、世界各国で成果物を作成・
発表してきた素晴らしいスタッフ、そして支援者の皆さんは、グローバルヘルス
での永続的変化を生み出したWHO神戸センターのレガシーを誇りに思われる
ことでしょう。

WHO神戸センターの設立当初の優先分野は都市部における健康、健康的な
高齢化、災害対応でしたが、このことがWHO神戸センターをグローバルヘル
スの主要優先分野に変革を起こすイノベーションとエビデンスの場として知らし
めることになりました。私は光栄なことに、2016年にWHOと国際連合人間
居住計画（UN-Habitat）の協働による「都市部の健康に関するグローバル・
レポート」の作成を導いた運営委員会の委員を務めました。このレポートが健

康の社会的決定要因に重きを置いたこと、そして都市における健康と健康の公平性という目標の達
成には研究、政策、実践における学際的で分野横断的な行動が不可欠であるという議論が交わされ
たことなど、皆さんは信じられないかもしれません。しかし、実際にそうだったのです。

伝統的な保健医療セクター以外のセクターが、健康にとって重要な影響を及ぼしていることをこのレ
ポートに反映できたのは、WHO神戸センターのリーダーシップのおかげだといえます。また、このリー
ダーシップがあったからこそ、持続可能な開発目標（SDGs）11の達成に向けた「すべての政策にお
いて健康を考慮するアプローチ」の行動アジェンダが生まれたのです。さらに、都市化のなかでの健
康の大切さもしっかりと根付きました。WHO神戸センターのレガシーをぜひ誇りに思ってください。

1999年に川口雄次氏がボイチャック氏の後を継いで所長に就任し、女性と健康、たば
こ規制などの新たな研究テーマを導入しました。WHOは、厚生労働省との共催で、
1999年11月15–18日に神戸市で「Making a difference to Tobacco and Health: 
Avoiding the Tobacco Epidemic in Women and Youth（たばこと健康問題に
新風を：女性と青少年におけるたばこ流行をくい止めよう）」をテーマに国際会議を開
催しました。この会議には、たばこやジェンダーに関するさまざまなグループが参加。
たばこの規制におけるターニングポイントとなりました。また、公衆衛生の研究者など
が地方自治体や若者、女性、人権擁護活動のリーダーと交流するプラットフォームにも
なりました。

その後、都市部の健康に関する研究プログラムに「暴力と健康」のテーマが加えられま
した。 WHO神戸センター は1999年に神戸市で暴力と健康に関するグローバルシン
ポジウムを開催。これが「暴力と健康に関する神戸宣言」（1）へとつながりました。こ
のシンポジウムでは、自殺と児童虐待を大きく取り上げました。その結果、日本では
児童虐待の予防と規制に関する相談が増加し、2004年3月に兵庫県こころのケアセ
ンターが設立されました。
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2005年6月15日、WHO幹部とWHO神戸センター協力委員会（JCC）により、 
WHO神戸センターの2006年から2015年の運営第2期に関する改定覚書が 
調印された。この中で、神戸グループからセンターの活動を継続させるための
豊富な資金と物質的サポートが提供されることが示された。
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2000年4月に初めて開催された女性と健康に関する国際会議「Better health and 
welfare systems: Women’ s perspectives（より良い保健福祉システムを目指し
て：女性の展望）」は淡路声明「女性の健康⸺すべての女性のより良い生活を目指して」
（2）につながりました。女性と健康に関する3回目の国際会議は2002年4月に神戸
市で開催され、健康、知識の共有、アドボカシー（権利擁護）に関してジェンダーに
基づく分析を求める「女性と健康に関する神戸行動計画」（3）が策定されました。

2004年1月、ヴィルフリート・クライゼル氏が新所長に就任し、健康危機に対する備
えと対応力の強化などの新たな優先課題に取り組みました。WHO神戸センターは、
1995年の阪神・淡路大震災後に兵庫県と神戸市が見せた目覚ましい復旧と復興をも

とに、健康危機に対する備えと対応力
に関する、地域・国家・世界レベルでの
研究に寄与する多くの教訓を得ました。
健康危機・災害や都市化、人口高齢化
と関連したメンタルヘルス課題が研究
テーマに含められ、さらに、気候変動と
健康、健康増進、非感染性疾患の予防
と管理などのテーマも加えられました。

WHO神戸センターは、2005年にイ・
ジョンウク（李 鍾郁） WHO事務局長に
より設置された健康の社会的決定要因
に関する委員会の研究拠点（全9カ所）
の一つを担うことになり、都市環境研究
情報ネットワーク（KNUS）の拠点機関
として活動。神戸市は、その後10年間、
この研究における6つの健康都市化実
証研究モデル地域の一つとなり、都市

部の健康と公平性に関する世界の研究拠点となりました。高齢化や人口動態の変化、
急速な都市化、環境の変化、技術革新など、保健医療の発展に影響を与える重要な
世界的潮流に対処するために、新たな研究枠組みが構築されました。WHO神戸セン
ターは、WHOの研究機関としては初めて、健康の公平性の促進を目指し、社会的、
政治的、経済的、物理的環境と人々の健康との関連についての意思決定に向けたエ
ビデンスの獲得に専門的に取り組む研究機関となりました。
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第2期： 
2006年1月–2015年12月

3

2006年、元厚生労働省医政局長の岩尾總一郎氏が所長となり、
WHO神戸センターと地域コミュニティーの関係強化を進めました。
同年12月、WHO神戸センターは国連人道問題調整事務所

（OCHA）神戸事務所、国連地域開発センター（UNCRD）、兵庫県国際
交流協会、国際協力機構関西センター（JICA関西）、および兵庫県と共
同で、「UN Day 2006: Japan at 50 in the UN – International Co-
operation and Humanitarian Assistance in Disaster Manage-
ment Activities（国連デー2006：日本の国連加盟50周年――防災活
動における国際協力と人道支援）」を開催しました。

2008年5月、WHO神戸センター は「WHO健康の社会的決定要因に関
する委員会（CSDH）」に向けた都市環境研究情報ネットワーク（KNUS）
報告書を完成させました。このことにより、この研究分野における重要な
節目を示すと同時に、WHO神戸センターはグローバル・ヘルスの課題に
貢献する特色ある組織として位置付けられました。また、この報告書は、
CSDHが2008年に発表した画期的な最終報告（4）に取り上げられ、医
療や個人のライフスタイル以外にも、社会環境が保健サービスへのアクセ
スやライフスタイルに影響を与える根本的な健康の決定要因であることを示
しました。日本政府はこの後、健康的な社会環境の重要性を認識し、国
の健康増進戦略に取り入れました。
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サー・マイケル・マーモット氏 
ロンドン大学 ヘルス・エクイティ研究所 所長
「WHO健康の社会的決定要因に関する委員会」議長（2005年–2008年）

WHO神戸センターとの連携

健康の社会的決定要因に関する委員会（CSDH）は、当時のイ・ジョンウク
WHO事務局長によって2005年に設立されました。CSDH議長に任命い
ただいたことはとても光栄なことでした。議長である私とWHO事務局は、
当初より少なくとも以下の3つの重要事項を委員会の活動として取り組んで
いく方針でした。それは、健康の社会的決定要因について入手可能なあら
ゆるエビデンスを活用し、その知見を取りまとめること、集められた知見の
活用方法について国々との協議を進めること、そしてハイレベル委員による
審議を行い、提言を取りまとめることです。

こうした作業を開始するにあたり、最初に手掛けたのが9つの研究情報ネッ
トワークの立ち上げです。WHO神戸センターは、都市環境研究情報ネットワーク（KNUS）
の運営を主導しましたが、そのプロセスと成果の両面で、非常に素晴らしい成果を上げました。
ケーススタディや論文の執筆、会議の実施、そしてKNUS報告書の作成に貢献した専門家は
50人を超えます。KNUS報告書は、CSDHにとっても、またCSDHの最終報告書の準備や
その提言取りまとめにとっても、非常に参考になる有意義なものでした。

これ以降の活動も同様に素晴らしいものでした。WHO神戸センターには、関連分野におけ
る広範かつ深い知見があり、それを活用することで「都市における健康の公平性評価・対応ツー
ル（アーバンハート）」を開発したのです。このツールの評価には、私も関わりました。一方、
私がCSDHに関与したことが、英国でのマーモットレビューの実施につながり、さらにレビュー
から導かれた提言を実装する一連のマーモットプレイスの展開へとつながりました。KNUSか
らCSDH、そしてマーモットレビューやマーモットプレイスの展開へと、すべてが直接つながっ
ているのです。

KNUSが質の高い活動を行っていたことは、活動終了後何年も経ってから会った人たちが、
KNUSのメンバーであったことや健康の公平性の実現に向けたグローバルな運動の一員で
あったことを、誇らしげにそして嬉しそうに話してくれることからも分かります。WHO神戸セ
ンターと仕事ができたことは私にとっても大変有意義でした。感謝しています。
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2008年、ジェイコブ・クマレサン氏が所長に就任。クマレサン氏のリーダーシップの下、 
WHO神戸センターは都市部の健康に関する優れた知見を有するグローバルな研究拠
点としての地位を確立しました。

2010年9月、WHO神戸センターは、各国の保健省や都市レベルの保健当局が都市
内や都市間での健康格差を測るための都市における健康の公平性評価・対応ツール
（アーバンハート）（5）を発表しました。具体的かつ実践的なこのツールは、70カ国
の100以上の都市で使われています。 

アーバンハートがモデルとなり、日本の高齢者における健康の決定要因や健康アウトカ
ムの格差を評価するためのツールも開発されました。日本老年学的評価研究により開
発された健康の公平性評価・対応ツール、JAGES HEARTもその一つです。このツー
ルは、後に厚生労働省が運用する地域包括ケア「見える化」システムのプロトタイプと
して採用されました。さらに、神戸市を含む日本各地の市町村でも採用され、高齢者
における健康格差の是正と健康増進に関するプロセスの評価や計画立案に活用されて
います。

K.スリナス・レディ氏
公衆衛生学特別栄誉教授、インド公衆衛生財団、ACWKC委員 （2013–2015年）、
「都市部の健康に関するグローバル・レポート」運営委員会委員（2016年）

兵庫県神戸市に拠点を置くWHO健康開発総合研究センターが主導した研
究とは、個々人を取り巻く社会状況を見過ごして特定の疾病に対処しようと
するような断片的な試みではなく、必要な保健医療サービスを住民全員（ポ
ピュレーション）に届ける主要手段としての保健医療制度に焦点を当てたも
のでした。

私が最初にWHO神戸センターと関わったのは、アーバンハートの開発に
向けたプログラムでした。これは都市部で健康の不平等を引き起こす複数
の決定要因とリスク要因を評価し、それに対処するための統合的な枠組み
を提供するものでした。その後、WHO神戸センターは、UHCの実現に向
けたグローバルアジェンダを企画・推進するためのブレーンとして位置づけ
られました。

WHO神戸センターが、公正な人間開発をめぐる世界的な議論の俎上に保健医療制度を載せ
たことをきっかけとして、グローバルヘルスは大きく前進することになったのです。
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2010年の世界保健デーを宣伝する神戸のバナー。 
世界規模の催しをWHO神戸センターが取り仕切った。
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この分野における世界的な権威として認め
られた WHO神戸センターは、2010年、 
ジュネーブ以外に所在のあるWHO部局と
してはWHO史上初めて世界保健デーを
取り仕切ることとなり、「Urban Health 
Matters（都市部の健康は重要な課題）」
をテーマに世界規模のキャンペーンを展開
しました。これにより、世界中の1,500以
上の都市に、都市政策に保健の観点を取
り入れるよう働きかけました。具体的には、
すべての年齢の住民にとってアクセスがし
やすく、健康危機や災害に対するレジリエ
ンスを備えた都市を構築することが推奨さ
れました。

WHO神戸センターの禁煙都市プロジェクトでは、禁煙都市を実現するために都市が
取り組める12のステップについて提言し（6）、世界中の地方自治体におけるたばこ規
制政策を推進しました。WHO神戸センターは関連する実地研究を神戸市でも行い、
この問題に関する市の政策に寄与するとともに、受動喫煙防止に関して当時の日本で
最も厳しい条例を国の法令に先んじて制定するという兵庫県の先駆的な取り組みを支
援しました。

2010年11月、｢都市化と健康を考
える」グローバル・フォーラムを神戸
市で開催。80を超える国の大臣や
地方自治体の首長、様々な分野の専
門家が集まり、都市部の健康格差を
是正するための政策措置を講じるこ
とを約束する「神戸行動宣言」が承
認されました。またこの会議では、
WHO神戸センターがとりまとめた
WHOと国際連合人間居住計画
（UN-Habitat）による都市化と健康に関する初めての共同グローバル・レポート、
『Hidden cities: unmasking and overcoming health inequities in urban 
settings（隠れた都市の姿：健康格差是正を目指して）』（7）の出版を記念しました。

2011年には、WHOの西太平洋地域事務局（WPRO）との共催で、保健医療分野の
災害復旧に関する非公式会議と第1回地域健康クラスターフォーラムという2つの大規
模な地域会合を神戸市で開催しました。またWHO神戸センターは、WHO本部のた
ばこフリー・イニシアチブと共に報告書『Making cities smoke-free（禁煙都市の実
現に向けて）』（6）を発表し、この関連で地方自治体の職員を対象としたパイロット研
修プログラムをWHO西太平洋地域事務局（WPRO）と共同で開発しました。
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2011年の津波直後の
被災状況

2011年は、日本の東北地方で地震、津波、原発事故という、どの国でも前例のない
3つの災害に短期間のうちに襲われた年でもありました。WHOによる対応の一環とし

てWHO神戸センターは公衆衛生リス
クの評価と提言を行い、関連情報を日
本語に翻訳して広く発信するなどの技
術的な支援を提供しました。日本、東
北地方、地域コミュニティーに対するこ
うした支援は、国内の主要ステークホ
ルダーから高く評価されました。同年
10月、アレックス・ロス氏がWHO神
戸センターの新所長に就任しました。

2012年、WHOは健康な高齢化のた
めのイノベーション推進イニシアチブを
立ち上げました。翌年12月、第1回
WHOグローバル・フォーラム「Inno-
vation for Ageing Populations（高

齢者のためのイノベーション）」が神戸市で開催されました。このフォーラムは、高齢
者と障害者のコミュニティーの連携をUHCという共通目標の下にサポートし、製品開
発や政策サイクルにおいて高齢者の要望を取り入れる必要性や、効率的な技術とアプ
ローチに向けたエビデンスの迅速な収集を支える新たな評価方法を明確にしました。

2014年、WHO神戸センターは地域のコミュニティーに向けたWKCフォーラム「高
齢者のためのイノベーション」を数回にわたって開催しました。医薬品、ロボティクス、
eヘルスにおけるイノベーションなどの研究トレンドを取り上げ、フレイルや障害の課題
に対処する取り組みや、薬剤治療と食事療法へのアドヒアランスを向上させる取り組み
を紹介しました。

阪神・淡路大震災の発生から20年の節目を迎え、災害にレジリエントな高齢化社会と
コミュニティーの構築について、WHOと兵庫県立大学は2015年2月20日に公開
フォーラムを開催しました。

2015年10月、第2回WHOグローバル・フォーラム「高齢者のためのイノベーション」
が神戸市で開かれ、「Imagine Tomorrow（明日を思い描いて）」をテーマに、世界的
な人口高齢化に対応するコミュニティー、システム、技術の改革についてアイデアを探
りました。このフォーラムは、同年にWHOが初めて発行した『高齢化と健康に関する
ワールドレポート』（8）や、WHO神戸センター が発表した『エイジフレンドリーシティ
評価：コア指標に関するガイド』（9）に続く成果となりました。
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近藤克則氏
千葉大学 名誉教授・グランドフェロー・特任教授
一般財団法人 医療経済研究・社会保険福祉協会 医療経済研究機構 研究部長

WHO神戸センターは、2000年代に私が中心となって立ち上げた日本
老年学的評価研究（JAGES）と協力関係を結びました。JAGESは後に
一般社団法人日本老年学的評価研究機構の設立につながりました。
JAGESが取り組む研究は、「すべての人が自然に（無理なく）健康でいら
れるコミュニティーの開発」を目指しています。神戸市、豊中市、八尾市、
生駒市など関西圏の都市を含めた全国延べ200超の地方自治体と共
に、高齢者のウェルビーイング（身体的・精神的・社会的に良好な状態）
に重点を置きながら研究が進められています。JAGESから得られたエビ
デンスは、健康増進と機能低下の予防に関する日本の政策に役立てられ
ています。

WHO神戸センターとJAGESは2010年に共同研究を開始して以来、
神戸市とJAGESとの協力関係の継続にも貢献しています。この協力関係から、地域にお
ける人々の社会的つながりから得られる資源（ソーシャルキャピタル）の豊かさが、高齢者
の健康寿命の延伸や健康格差の縮小に関係していることが明らかになりました。神戸市で
も取り入れた「通いの場（高齢者の社会的つながりの促進を目的とした、地域の集いの場）」
の開設など、JAGESから生まれた革新的な知見やモデルがいくつも国の政策に反映されて
います。

私たちの研究活動は、健康の社会的決定要因に関するWHOの取り組み、特にWHO神
戸センターのアーバンハートから着想を得てきました。WHO神戸センターのおかげで、神
戸市など自治体との共同研究を通して知見を生み出すことが可能になり、やがて自治体間
での相互学習の仕組みの構築へと発展しました。例えば神戸市では、私たちの連携は高齢
者に関する当初の取り組みを超えて、壮年期人口の健康や新型コロナウイルス感染症のパ
ンデミックによる健康への影響に関する共同研究を行うまでに至っています。さらに、研究
結果を活用し、健康増進に向けた神戸市の新たな取り組みの発展のためにも協働を続けて
います。
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4
第3期：
2016年1月–2025年6月

2016年1月、次の10年間に対するWHO神戸センター運営第3期
の覚書が調印されました。設立後初めて、厚生労働省を通じて政
府から、WHO神戸センターの運営第3期を支援する資金提供が行

われました。WHO神戸センターは「都市部の健康に関するグローバル・
レポート」（10）を発表し、これをもって都市部の健康問題への取り組みを
締めくくりました。

近藤尚己氏
京都大学 医学研究科 
社会健康医学系専攻国際保健学講座社会疫学分野 主任教授

神戸市にWHO神戸センターがあり、協力関係を築いてきたおかげで、自治
体との共同事業を国内外に広く発信することができました。

アーバンハートは健康の社会的決定要因の概念を的確にとらえ、公平なヘル
スプロモーションを達成するための活動を、国や地域、近隣コミュニティーな
ど様々なレベルで戦略的に実装していくための方法を極めて直感的でシンプル
に提案するものです。日本の地域包括ケアシステムの推進の経験を通じて、そ
の内容はWHO西太平洋事務局での加盟国支援のツールや世界銀行のガイダ
ンスとして実装されるなど、目覚ましい広がりを見せています。近年では社会
的孤立や孤独への対応という新型コロナウイルス感染症パンデミック以降の新
しい健康課題への対応にも活用されています。

より健康な世界を実現するための取り組みにおいて、WHO神戸センターの築き上げてきたレガ
シーは世界のヘルスプロモーション活動に浸透していくものと信じています。また、私自身も引
き続きそのために尽力したいと思います。
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これに代わり、WHO神戸センターは持続可能なUHCに向けたイノベーションに焦点
を当てた新たな戦略（2016–2026年）（11）を策定しました。この研究プログラムは革
新的な解決策を発展させ、それを持続可能なUHCに向けて、特に高齢者に対する政
策と行動に変換してきました。2016年、WHOのジュネーブ本部で開かれた専門家会
議では、国際的な研究協力と知識の統合を促進するために、グローバルな専門家ネッ
トワークを設立することが合意されました。WHO神戸センターは、WHO災害・健康
危機管理に関するグローバルリサーチネットワーク（TPRN）の立ち上げにおいて、ネッ
トワークの事務局として主要な役割を果たしました。現在、同ネットワークには60カ
国から400人以上が参加しています。

2016年9月、神戸市はG7保健大臣会合を開催し、WHO神戸センターは「UHC―
―イノベーションと高齢化：高齢化社会に向けた持続可能なUHCを達成するためのイ
ノベーションに関する研究」をテーマに、公式サイドイベントを開催しました。特別イベ
ントでは、神戸グループによるセンターの支援が第3期に入ったことを祝しました。

2017年5月、サラ・ルイーズ･バーバー氏が新所長に就任しました。世界的な研究セ
ンター、ナレッジハブ、そしてUHCを目指す国々のための卓越した研究拠点となるこ
とを、 WHO神戸センター のビジョンとして掲げました。第3期の活動の指針として、
高齢化に対応する保健制度とイノベーションに関する研究を進め、エビデンスを構築し、
UHCに向けた進展を加速するための新たな研究計画（2018–2026年）（12）を策定
しました。この計画は主要なステークホルダーと協議の上、WHOの総合事業計画と
WHO神戸センターの研究戦略（2016–2026年）（11）の目標に沿って定められたも
のです。

この活動は3つのテーマを柱としています。1つ目は、特に高齢化を踏まえた保健と継
続的なケア（LTC）において、各国が重要なサービスのカバレッジと経済保護の向上に
向けた進展を加速できるよう、サービス提供と持続可能な資金調達における政策オプ
ションについて研究することです。2つ目は、高齢者の未充足の医療ニーズと社会的ニー
ズに関する指標と測定です。これは、人口高齢化が進む中、UHCの進展の監視に用
いるデータと方法を改善することが目的です。3つ目のテーマは、災害の効果的な予防、
備え、対応を加速するための研究です。この研究が目指すのは、阪神・淡路大震災後
に兵庫県と神戸市が見せた驚くべき回復と再建から学んだ教訓を理解することです。
災害・健康危機管理（Health EDRM)の研究は、地域に密着した専門家や国の専門家、
国際的な協力者との連携を基盤としています。
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1  カンボジア、日本、ラオス人民民主共和国、マレーシア、モンゴル、ミャンマー、 
フィリピン、シンガポール、タイ、ベトナム。

アイリーン・アクア・アジェポン氏
ガーナ医師外科医大学 公衆衛生学 学部長
ACWKC議長：2020–2021年、ACWKC委員：2015–2023年

ACWKCの長年のメンバーとして、私は強い熱意を持ってWHO神戸セン
ターの活動に取り組んできました。神戸グループが支援し、WHO神戸セ
ンターが実施した研究の結果は、世界各国および地域で応用されています。
それは、健康増進・保護というWHOのグローバルな目標と整合しており、
さらに人口高齢化に対応する政策が優先課題である地域のニーズにも合致
しています。

2017年7月に開催された日本・東南アジア諸国連合（ASEAN）保健大臣会合のフォ
ローアップとして、WHO神戸センター は厚生労働省の支援を受け、ASEAN諸国に
おけるUHCと人口高齢化の影響に関する共同ワークショップを神奈川県と開催しまし
た。WHO神戸センター は、コミットメントの一環として、高齢化に対応する政策とシ
ステムの革新に関する一連の研究プロジェクトを実施しました。2021年に終了したこ
れらのプロジェクトは、カンボジア、ラオス人民民主共和国、マレーシア、ミャンマー、
フィリピン、タイ、ベトナムにおいて、高齢者のニーズに応じるための保健制度の強化
に向けた国および地域の政策策定に寄与しました。さらに、高齢者向け保健医療サー
ビスを最適化するサービス提供モデルのグローバルレビューを支援し、その成果は、
2022年12月に学術誌『Health Research Policy and Systems』の論文特集に掲
載されました（13）。急速な高齢化への保健制度の対応について10か国 1で行われた

研究は、人口高齢化が進む中で各国がUHC達成を目指す際に直面
する課題を反映しています。これには、サービスの断片化、高齢者向
けケアの利用可能性とアクセスの制限、ケアを利用する際の経済的障
壁、保健医療とLTCのための資金調達と収益生成の持続可能性が含
まれます。
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患者（後方）の家庭訪問を行うヘルスボランティア（タイ）。

災害・健康危機管理（Health EDRM）に関する研究を加速させるため、 WHO神戸セ
ンター は2018年10月17日に神戸市で国際会議を開催し、WHOや世界災害救急医
学会（WADEM）、日本の国際協力機構（JICA）の専門家、ならびにアジア太平洋災
害医学会の代表者らとの専門家会議を行いました。この会議に関連して、地域および
世界各国の関係者を対象に災害・健康危機管理に関するWKCフォーラムも開催し、
この分野におけるグローバルな科学的エビデンスの構築に日本、兵庫県、神戸市がど
のように寄与できるかを議論しました。この会議では、「災害・健康危機管理に関する
WHOグローバル・リサーチ・ネットワーク」の重要な研究アジェンダが特定され、これ
をもとに2019年から複数のプロジェクトが始動しました。 

WHO神戸センターで最も規模が大きく包括的な研究プロジェクト、「神戸市認知症研
究」は、2017年から2023年までの期間、神戸大学、神戸市、神戸医療産業都市ク
ラスターと連携して実施されました。複数年にわたる同プロジェクトの目的は、認知症
患者とその他の認知機能が低下した患者の早期発見と管理に対応した保健医療制度
の政策に寄与することでした。「神戸市認知症の人にやさしいまちづくり条例」は、「国
連健康な高齢化の10年」（2021–2030年）の一環としてWHOが推進する、高齢化
社会に向けたUHCの実現というテーマに沿ったものです。
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永井洋士氏
神戸大学医学部附属病院 臨床研究推進センター 特命教授

WHO神戸センターは神戸大学と共同で、認知症の社会負担軽減に向けた
神戸プロジェクト（14）を行っていました。この共同研究の目的は、認知症
の早期発見や管理に関するコミュニティベースのモデルを構築して、地域コ
ミュニティーに貢献することでした。

この研究プロジェクトは、効果的な社会モデルを作り、認知症の介護リスク
のある個人を早期に特定できるよう設計されています。特に、認知症と介護
リスクに関する地方自治体の健康増進サービスの効果を評価することによる
定量的フィードバックシステムの確立を目指していました。

神戸市から力強い運営サポートを受けて行われたこのプロジェクトは、4つ
の研究で構成され、認知症の診断を受けていない高齢者の認知機能とその
将来的な介護の必要性に着目しました。認知機能に関する自己回答式の質

問紙を活用し、神戸市の公共サービスと連携してデータを集め、その結果は、神戸市から提
供される要介護認定のデータによって評価されました。

この研究によって、私たちの研究センターと自治体との実践的な連携体制が築かれました。ま
た、自治体が持つ市民サービスのデータを学術研究の目的に活用する具体的なモデルが形成
されました。認知症の診断やリスク評価が地方自治体サービスの一環として定期的に行われ、
そのリスクを介護のニーズに関連して継続的に評価することを目指すこのプロジェクトを通し
て、効果的な社会モデルの実現を期待します。認知症の社会負担を軽減するために、私たち
は地方自治体の行政システムにおける定量的フィードバックメカニズムを確立するための基盤
づくりに取り組んでいます。
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左からサラ・バーバー（WHO神戸センター所長）、 
斎藤健夫氏（神奈川県議会議員）、 
池上直己教授（慶応義塾大学医学部・医学研究科）、 
ルカ・ロレンツォーニ氏（OECD）。

2017年6月、持続可能な資金調達のテーマの下、
WHO神戸センターと経済協力開発機構（OECD）は、
2025年まで継続して実施される4つの研究プログラム
の第1弾に着手しました。2019年、WHOとOECDは、
各国においてUHC実現に向けた進展を加速させるた
め、医療の価格設定と価格規制（15）について共同で
作成した報告書を発表しました。これには、特に低中
所得国を念頭に、価格の設定と規制から得られる知見
を引き出すため、日本を含む9カ所で行われたケース
スタディが含まれています。

フランチェスカ・コロンボ氏
経済協力開発機構（OECD）医療部門長 

UHCへの投資は、経済面でも医療面でもその見返りが期待できるものです。
しかしそのためには、カバレッジの広さ、サービスの種類、支払い方法につ
いて重要な決定を下し、当初から質の高いヘルスケア制度を構築していく必
要があります。世界的に医療費が増加するなか、政策立案者はサービスへ
のアクセス・質と、財政的な持続可能性との折り合いをつける必要に迫られ
ています。

WHO神戸センターとOECD医療部門との連携は、こうした課題に対処す
るにはこれまで十分とはいえなかった重要な知見を深めることに寄与しまし
た。例えば保健医療サービスの価格設定ですが、これは給付パッケージ、
購入手段、ケア提供者への支払いとの関係から、保健医療制度にとって避
けて通ることのできない問題です。しかしそれにもかかわらず、その政策に

対する理解は十分とはいえません。WHO神戸センターとOECDが連携して、効果的な価格
設定戦略を文書に取りまとめたことで、グローバルな政策策定に役立つだけではなく、特に低・
中所得国の行動を促すための知見が深まりました。

効果的なUHCの実践には、地域の状況を踏まえつつもグローバルな経験から生まれたエビ
デンスに基づく手法が必要です。各国がUHCについての模索を続けるなか、WHO神戸セン
ターとOECDとの連携はカバレッジの決定、サービス提供、経済的保護、財政的な持続可
能性というユニバーサルヘルス制度の成功を特徴付ける要因間で起こる複雑な相互作用に上
手に対処するための重要な指針を提供しました。
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パンデミック中の 
センターの貢献に対する
神戸市長からの感謝状

2019年10月、WHO神戸センターと欧州保健医療制度政策観測所（EURO観測所）
は、高齢化が保健医療における公的収入と支出に与える影響について理解を深めるた
め、2つの新たな研究を発表しました（16）。この研究は、岡山県で開かれたG20保
健大臣会合に付随するイベントで立ち上げられました。

2020年、世界は新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の前例のないパンデミッ
クに直面し、人々が実際に集まるイベントや会議は開催できなくなりました。パンデミッ
クの発生以前から、WHO神戸センターはWHOの感染症流行速報（DON）を日本
語に翻訳し、感染症の流行に関する重要な情報を兵庫・神戸健康危機管理専門家委

員会に提供していました。パンデミック時には、日本政府、兵庫県、お
よび神戸市からWHO神戸センターに、日本の人々を守るために地域や
国の取り組みを積極的に支援するよう要請があり、WHO神戸センター
は情報の提供と発信を中心に支援しました。

パンデミックの間、WHO神戸センターは毎日更新される最新の感染状
況も含め、300以上の技術ガイダンス文書を日本語に翻訳し、広く発信
しました。WHOの本部および地域事務局と共にリスクコミュニケーショ
ン活動を取りまとめ、国連安全管理チームの下で日本国内の国連組織と
連携すると同時に、神戸市や兵庫県内の専門家に最新情報を毎週通知し
ました。また、WHO神戸センターの日本語ウェブサイトに専用のページ
を開設し、新型コロナウイルス感染症に関する全部で301件の情報を掲
載する一方、SNSにも関連情報を日本語で定期的に投稿しました。
Twitterの主な投稿の閲覧回数は300万回に上り、Twitterのフォロ
ワー数は数カ月で1,000から6,000に伸びました。また、WHO神戸

センターのウェブサイトには100万回以上のアクセスがありました。

同年4月、WHO神戸センターは神戸コミュニティーの一員として、現場で働く医療従
事者への感謝の気持ちを青い光で表す神戸市の取り組みを支援し、市にマスク1,000
枚を寄付しました。サラ・バーバー所長は神戸市に支援の書簡を送り、そこで4つの
「Be」、すなわち「Be Safe, Be Smart, Be Kind, Be Kobe」を強く訴えました。さら
に看護師と助産師の国際年を記念して、地元の看護分野のパートナーと共同で、初め
てオンラインでフォーラムを開催しました。この「最前線を担う看護師⸺グローバルヘ
ルスにおける役割と展望」では、パンデミック対応中における看護師と助産師の重要
な貢献が再認識されました。

2020年8月、WHO神戸センターは25年にわたる健康開発の推進を記念し、記念
パンフレット、日本の公衆衛生専門誌2誌への特別寄稿文、兵庫県民と神戸市民に向
けたリーフレットをそれぞれ作成しました。またWHO事務局長は、神戸グループと兵
庫・神戸のコミュニティーに対し、継続的な支援を感謝する書簡を送りました。
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ホセップ・フィゲラス氏

ジョン・サイラス氏

欧州保健医療制度政策観測所 名誉所長

欧州保健医療制度政策観測所
ロンドンハブ 所長、 
シニアヘルスエコノミスト 

パンデミックの間も、研究活動は途切れることなく続きました。2021年初頭、EURO
観測所、WHO西太平洋地域事務局（WPRO）、WHO神戸センターは、高齢化が最
も急速に進む複数の国々を抱える西太平洋地域で、健康な高齢化が保健医療支出と
経済成長の動向に与える影響について理解を深めるため、12の国別ケーススタディを
発表しました。オーストラリア、日本、モンゴル、ニュージーランド、大韓民国、ベト
ナムの各報告書では、高齢化はすべての国が直面している大きな変化であり、政策に
よって健康な高齢化と経済成長の両方を、先を見越して促進することができると強調さ
れています。

私たちはこの10年間、神戸に拠点を置くWHO神戸センターと連携して、
高齢化、保健医療制度、そして経済が重なり合う領域で極めて重要な
活動に取り組んできました。WHO神戸センターは、人口の高齢化から
LTCの資金調達に至るまで、世界各国でますます高まるニーズに対処で
きる質の高い、そして政策策定に役立つ研究に強い決意を持って不断に
取り組んできました。

特に、「高齢化による保健医療制度の財政的持続可能性ギャップ
（PASH）」シミュレーターの開発は、共同研究の中でもとりわけ重要な
成果といえるでしょう。各国はこのツールを使うことで、高齢化が国の財
政に与える影響を掘り下げ、その上で各政策オプションを吟味できるよう
になります。これにより、世界各国の意志決定者の積極的な関与が促さ
れます。私たちの共同出版物にはさまざまなポリシーブリーフや最近の
書籍が含まれていますが、いずれも多様な保健医療制度を取り上げて、
健康で活動的な高齢化への投資が経済的にみて合理性があることを示
しています。

私たちEURO観測所を始めグローバルコミュニティーで活動する研究者
や政策立案者にとってWHO神戸センターが必要不可欠なパートナーで
ある理由は、WHO神戸センターの科学面での厳格さ、学際的な協力、
政策への関連性に対する熱心な取り組みにあるといえます。過去30年
間にわたるそのレガシーは極めて重要であり、将来の保健医療制度を
形作るために果したその役割は、今後もその重要性を失うことはありま
せん。
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継続的ケア（LTC）への投資は、人口が高齢化する中で鍵となる経済戦略であり、高齢者と高齢者を介護する家族の心身の健康と 
ウェルビーイングを改善するための主要な手段となる。
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WHO神戸センターが取り組む持続可能な資金調達には、LTCに関する重要な活動が
含まれます。その目的は、経済力を問わずどのような国でも、質の高いLTCへの投資
には利点があると示すことです。2021年8月、WHO神戸センターとOECDは共同で、
9つの国別ケーススタディに基づいて高齢者のLTCの価格設定に関する報告書（17）を
作成しました。調査では、価格設定と購入が、公平性、高い質、高齢者の健康面・社
会面におけるプラスの成果という政策目標の達成に活用できる、重要な政策ツールで
あることが明らかになりました。

WHO神戸センターの2021年の指標と測定に関する研究では、56カ国の約5,800万
人を対象に、さまざまな種類の障壁が必要な医療サービスへのアクセスをどの程度妨
げているかについて、世界規模のシステマティックレビューとメタ分析が行われました。
これにより、平均すると65歳以上人口の約10％が、主に経済的障壁のために医療受
診を諦めていたことが明らかになりました。WHOと世界銀行による『Global Moni-
toring Report on Financial Protection in Health 2021（保健医療分野における
経済的保護に関するグローバル・モニタリング・レポート）』（18）に掲載されたこれらの
結果は、高齢者を抱える世帯の高い医療支出を防ぐ政策の策定が必要であることを示
しています。 WHOの全地域にわたる80カ国以上の高齢者の医療ニーズとサービスカ
バレッジの公平性に関する研究では、高齢者の未充足の医療ニーズの推計値が算定さ
れました。この結果は、WHOと世界銀行による『Tracking Universal Health Cov-
erage: 2021 Global Monitoring Report（ユニバーサル・ヘルス・カバレッジの追跡：
2021年グローバル・モニタリング・レポート）』（19）にまとめられました。
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高齢者の増加に伴う保健医療費による経済的困難と障壁の程度や、国内におけるその
地域差については、あまり知られていません。2021年8月、関西地方を対象とする2
つの研究が新たに着手されました。1つ目の研究は、高齢者を抱える世帯が高額な医
療費の自己負担によって被る経済的困難と未充足の医療ニーズの程度を評価したもの
でした。この研究では、2004年から2020年の間、医療費の自己負担額が世帯当た
りの総消費支出額の10％を超える高額な医療費負担が、65歳以上の高齢者を抱える
世帯で一貫して高いこと、また高齢者の自己報告による医療の未受診率が、関西では
他の地域と比べ高いことなどが明らかになりました。また、高額な医療費を負担した
高齢者世帯では食費や社会活動費を節約する傾向が見られ、そのことにより健康状態
が悪化する可能性があること、一方、若年者のみの世帯は同じように高額な医療費支
出を経験した後に教育費を削減することで対応していることが示唆されました。この研
究結果は、2024年2月の『Health Economics Review』（20）に掲載されました。

2つ目の研究は、関西地方の高齢者が医療サービスの支払い時に直面する困難と、既
存の経済支援制度を利用する際に高齢患者とサービス提供者の双方が直面する障壁を
探るものでした。この研究では、一部の経済支援制度を利用する妨げとなる要因として、
断片化されたサービスや複雑な行政手続きなどが特定されました。これらの2つの研
究から得られた知見は、自治体行政や保健当局と共有されました。

2021年10月、WHO神戸センターは「災害・健康危機管理に関するWHOグローバル・
リサーチ・ネットワーク」と協力し、災害・健康危機管理の研究手法に関するWHO初
のガイダンス本を作成し、発行しました。同書の目的は、「仙台防災枠組2015ー
2030」と持続可能な開発目標（SDGs）の達成に向けた政策と実践に寄与することです。

『災害・健康危機管理の研究手法に関するWHOガイダンス』では、災
害や緊急事態の広範な研究を計画、実施、報告する手法についての包
括的で実践的なアドバイスとケーススタディを紹介し、政策と実践に役
立つエビデンスを提供しています（21）。

この実践的なガイダンス本は、2022年に新型コロナウイルス感染症に
関する章を追加し更新されました。また2023年には、Evidence AID
と協力してYouTube動画とポッドキャストを作成し、世界中の人々が
利用できるようにしました。同書は2024年に28人の専門家によって
日本語に翻訳されました。WHO神戸センターはこれまでに、世界32
カ国の217人の専門家、WHO本部、6つの地域事務局と協力してきま
した。2025年末までには、同ガイダンスの改訂版を発行する予定です。
2026年以降、資料はWHOアカデミーの無料オンライン研修で利用で
きるようになる予定です。
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増野園惠氏
兵庫県立大学 地域ケア開発研究所 教授
健康のための災害リスク管理に関するWHO協力センター 所長

WHO神戸センターとは2016年以降協働していて、最初の共同研究プロ
ジェクトは2016年の熊本地震を取り上げました。2018年2月から2019
年 11月まで行われたこの研究の目的は、高齢者を含めた弱い立場の人々
や災害に対処する医療従事者の基本的なニーズ、課題、災害リスクを特定
することでした。郵送式質問紙調査を行うことでデータを集め、またヘル
スケアワーカーのメンタルヘルスを支援するために介入研究を行い、エビ
デンスを強化しました。

これが、WHO神戸センターとの強固で永続的な協働関係の始まりでした。
このプロジェクトでは、災害対応のための実践的なエビデンスが示された
だけではなく私たちにとって災害・健康危機管理（Health EDRM)の研究
者のネットワークが広がり、この分野の進展に寄与する機会にもなりました。

それ以来私たちは、Health EDRMの能力構築に関する国際的な共同研究に参加しています。
また、災害看護の博士課程教育に対するWHO神戸センターの支援は、この分野での将来
のリーダーを育成するための一助となっています。WKCフォーラムのようなプラットフォーム
は、グローバルな対話と知識の共有を一層促進するものです。

このパートナーシップを通じて、私たちは兵庫での教訓を世界に向けて発信することができま
した。私は、WHO神戸センターの研究、教育、そしてグローバルヘルスへの長きにわたる
貢献に深く感謝しています。その功績は、災害医療分野でのさらなる発展をこれからも鼓舞
し続けるものであると確信しています。

EURO観測所とのさらなる協力により、人口高齢化が持続可能な保健医療財政に与え
る影響をよりよく理解するため、高齢化による保健医療制度の財政的持続可能性ギャッ
プ（PASH）シミュレーターが開発されました。2022年に初めて発表されたPASHシ
ミュレーターのツールは、最新のデータと政策オプションを反映するため、2025年に
更新されました（22）。これを使用することで、世界中のユーザーは、人口高齢化の
進展に伴い保健医療の財源と支出が21世紀の終わりまでにどのように変化するか、ま
た政策の選択が財源と支出にどのような影響を与えるかを確認することができます。シ
ミュレーターは、一般に信じられていることとは異なり、人口高齢化が保健医療財政
に与える影響は避けられないものではなく、これらの政策選択によって変えられること
を示しています。この革新的なツールは、世界におけるLTCの労働力ニーズを予測す
る新たなシミュレーターの開発にも役立っています。
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マゲッド・アル・シャービニ氏
ダイレクト・エイド・インターナショナル 高等教育部門相談役（クウェート） 
ACWKC議長：2019年、ACWKCメンバー：2015–2023年

ACWKCの長年のメンバーとして、私は強い熱意を持ってWHO神戸セン
ターの活動に取り組んできました。この唯一無二のセンターは、科学的エ
ビデンスの蓄積と研究を推進し、実用的で視覚的な解決法を提供していま
す。これにより政策立案者は、より健康的なコミュニティーを築くための
意志決定を科学に基づいて行うことができます。

WHO神戸センターが実施した極めて優れた研究は、世界で、また地域
で数多く実践されました。それは、健康増進・保護というWHOのグロー
バルな目標と整合しており、さらに人口高齢化に対応する政策が優先課題
である地域のニーズにも合致しています。

WHO神戸センターは、災害・パンデミック後の長期的なメンタルヘルスの経過に関
する初の多言語システマティックレビューに資金支援を行い、その研究結果は2022年
11月の『Clinical Psychology Review』（23）で発表されました。英語、中国語、
日本語による200以上の研究から、うつ病と不安症状の割合が災害後何年も高いレ
ベルにとどまり、特に子供や若者ではその割合が著しく高いことが明らかになりました。

パンデミックや災害その他の緊急事態に対する公衆衛生システムのレジリエンス強化
戦略を特定し優先順位を付けるため、WHO神戸センターはベイラー大学と広島大学、
および8カ国の13の学術機関におけるスコアカード・アプローチの使用を支援しまし
た。2023年9月にケンブリッジ大学出版局から発行された論文は、国連公衆衛生シ
ステムのレジリエンス・スコアカードが、基本的なレジリエンスの確立と行動の優先順
位付けにおいて効果的なツールであることを明らかにしています（24）。

慢性疾患患者に対する医療の質を向上させることは、UHCを進める上で中心的な課
題です。急速な人口高齢化を考慮すると、質向上のインセンティブをもたらす慢性期
医療への支払い（報酬）方式を変える必要があります。2023年10月、WHO神戸セ
ンターとOECDは、高齢者を含む成人が良好な健康状態と身体機能を確保できるよう
に、質の高い慢性期医療が提供されるための支払い方式に関する一連の報告書（25）
を共同で発表しました。この共同研究では、質の高い慢性期医療の提供に報酬を与え
る支払い方をめぐって8カ国のケーススタディが実施され、異なる環境で得られた教訓
の共有を促しました。
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2023年11月、WHO神戸センターはJAGESおよび神戸市と共同で、新型コロナウ
イルス感染症のパンデミックの間の行動変化が神戸市民の健康に及ぼした影響を調べ
る研究プロジェクトを開始しました。目的は、パンデミック前後で人々の健康関連行動
と保健サービスの利用にどのような変化があったかを特定することです。この研究は
2025年末までに完了する見込みで、パンデミックに関連した健康リスクへの対処につ
いて、一般的な考察を踏まえた上で、神戸市へ政策提言が行われる予定です。

WHO神戸センターが2020年に開始した世界の未充足ニーズの測定に関する取り組
みをさらに発展させるべく、2023年第3四半期には『British Medi-
cal Journal』に、世界規模のUHCモニタリングに役立てるため、未
充足の医療ニーズに関するより良いデータを求める意見論文（26）を
発表しました。著者らは、未充足の医療ニーズの基本的な定義と要因
を定め、未充足の医療ニーズを特定するための調査質問を標準化すべ
きだと主張しました。WHO神戸センターが行った関連研究の一部は
WHOと世 界 銀 行 による『Tracking Universal Health Cover-
age:2023 Global Monitoring Report（ユニバーサル・ヘルス・カ
バレッジの追跡：2023年グローバル・モニタリング・レポート）』（27）
で特集され、2023年の世界保健総会や国連UHCハイレベル会合で
の議論に寄与しました。

WHO神戸センターは、高齢者の未充足の医療・社会的ケアニーズを
減らすような政策と資金配分にとって指針となるエビデンスを示すため、
世界各国の専門家からなる新たなリサーチコンソーシアムの設立を支
援しました。2023年12月に設立されたCARETRACKは、WHOの
全地域にまたがる多国籍リサーチコンソーシアムで、特に低中所得国

における未充足ニーズの評価に向けた能力開発を支援するために、国や地域のベスト
プラクティスと経験を共有します。

2050年には、65歳以上の高齢者の大部分が中所得国に集中すると予測されていま
す。しかし、低中所得国の多くの人々は、その年齢に達する前に老化に伴う健康問題
を抱えることになることが分かっています。 WHO 神戸センターは2024年2月から6
月にかけてWHO本部と協力し、「Long-term care financing: lessons for low- 
and middle-income settings（継続的なケアのための資金調達：低中所得国に向
けた教訓」に関する10の研究ブリーフを作成しました（28）。このシリーズでは、 LTC 
の受給資格基準の設定、利用者の経済保護の確保、質の高いサービスの促進、LTC
に携わるフォーマルおよびインフォーマルなケア従事者の支援など、LTCの資金調達と
組織化に関する選択肢について政策立案者に情報を提供するため、研究で得られた重
要な知見を広く伝えました。
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左から茅野龍馬医官（WKC）、
江川新一教授（東北大学）、 
久保達彦教授（広島大学）

2024年5月、WHO神戸センターとWHO欧州地域事務局は英国保健安全保障庁の
支援の下、災害・健康危機管理の研究能力開発に関する初の地域ワークショップを英
国オックスフォード市で開催しました。70人を超える参加者が、「災害・健康危機管理
の研究手法に関するWHOガイダンス」（21）に基づくハイブリッド研修に参加しました。
重要なメッセージとしては、Health EDRMに関する質の高い研究は稀であること、研
究は単独の組織や単一の専門知識で行うことはできず、研究の計画、実施、報告には
さまざまな利害関係者との協力が必要であること、それがより良い政策と実践につな
がること、などがありました。

久保達彦氏
広島大学 公衆衛生学部 教授

2024年、WHO神戸センターと日本災害医学会（JADM）はHealth 
EDRMに関するフォーラムを共同開催し、WHO、東南アジア諸国連合
（ASEAN）加盟国、そして日本の間の研究イニシアチブと協力を促進しま
した。この会合は地域レベルや世界レベルを含む国内外で、学術的探求
のための普遍的アプローチを議論する重要な機会になりました。

WHOが発表しているHealth EDRMの研究手法についてのガイダンスは
とてもに革新的で重要です。なぜなら、学術研究の最も重要な側面は結
果ではなく方法だからです。各加盟国で発生する健康危機や災害の数は
限られているので、加盟国全体でその発生を減らす仕組みが必要となりま
す。WKCフォーラムでは、こうした戦略の意義と必要性が明らかになりま
した。

WKCフォーラムを受けて、JADMはASEAN災害医療対応研究所との学
術協力を一段と進めていくことを決定、健康危機や災害発生時の医療デー
タの収集に関する国際共同研究プロジェクトの立ち上げにも取り組んでい
くことにしました。このWKCフォーラムが、新しい研究の始まりとして記
憶に残ることを確信しています。
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WHO神戸センター主催セッションのスピーカー：（左から） 
ビロージ・タンチャロエン サティエン氏（タイ国際保健政策計画財団）、 
ベンソン・ドロティ氏（WHOアフリカ地域事務局）、モハメド・ミジャヌール・
ラハマン氏（一橋大学）、ポール・コワル氏（オーストラリア国立大学）、 
ナタリア・ホートン氏（WHOアメリカ地域事務局）、ローゼンバーグ恵美
技官（WHO神戸センター）。

WHO神戸センターは、高齢者の医療と社会的ケアにおける未充足ニーズを測定する
取り組みを着実に進めています。2024年6月、高齢者の未充足のケアニーズに関す
るデータを強化するため、WHOの各地域事務局の担当者と外部の学術関係者とを集
めた会議を開きました。神戸で開催されたこの会議では、WHO神戸センターが支援
する5つの研究（WHOの5地域で各1件ずつ）の進捗をレビューしました。その結果、
現時点では標準化された方法で測定されたデータに欠けるものの、利用可能なデータ
があれば各国にとって重要な洞察を提供できることが分かりました。また、医療と社会
的ケアの未充足ニーズを評価する指標の定義も提案し、さらなる研究と普及の機会を
協議しました。

保健制度における経済保護メカニズムが不十分な場合、医療支出の自己負担が経済
的困難を引き起こし、医療へのアクセスに対する経済障壁を生みます。2024年8月、
WHO神戸センターはWHO本部の保健財政・経済部門と協力し、『Tracking ine-
qualities in financial hardship due to out-of-pocket health spending by 
age structure of a household（医療費の自己負担による経済的困窮の偏りに関す
る世帯年齢構成別の追跡）』と題するテクニカルブリーフ（29）を発行しました。年齢
構成の異なる世帯を対象に医療における経済保護に関するデータを比較するという革

新的なアプローチは、分析単位として世帯
を用いることで、ケアを必要とする個人の
年齢に関連する様々なレベルの経済保護を
明らかにするのに役立ちます。この分析手
法から得られたデータは、WHOの世界保
健医療観測所に含まれる経済保護に関する
世界規模のデータベースの更新に役立てら
れます。

2024年11月に長崎で開催された第8回保
健システム研究グローバルシンポジウム
（HSR2024）に、 WHO神戸センターは地
元組織委員会のメンバーとして関わりまし
た。シンポジウムには約2,000人の参加
者が集まりました。WHO神戸センターは、
「保健医療における未充足ニーズ測定の現
状：UHCのためのサービスカバレッジと経
済保護のモニタリング強化に向けて」と題
するセッションを主催し、UHCモニタリン

グを促進するために未充足ニーズを正確に測定するという課題をめぐり、さらなる議論
と研究を呼びかけました。また、WHO神戸センター所長のサラ・バーバー氏は、ア
ジア太平洋地域の保健医療制度の課題に関するセッションの議長を務め、国および地
方の医療保健制度を強化するためのリーダーシップについて教訓とイノベーションの共
有を促しました。

29

WHO健康開発総合研究センター | WHO神戸センター・WKC | 30周年記念報告書

https://iris.who.int/handle/10665/378305


同じく2024年11月、WHO神戸センターは第8回世界災害看護学会国際学術集会の
一環としてフォーラムを開催しました。フォーラムのテーマは「Advancing health 
and resilience for emergencies and disasters: interdisciplinary collabora-
tion towards 2030 and beyond（災害や緊急事態に備える、健康とレジリエンス
向上のために：2030年とその先を見据えた学際的コラボレーション）」であり、さまざ
まな分野の専門家が増大する健康緊急事態や災害発生時の課題に取り組むための活
発な議論の場となりました。WKCフォーラムでは、WHO神戸センターが変革を主導
する役割を担うことを認識した上で、協力とイノベーションを通じてHealth EDRMを
推進するWHO神戸センターの取り組みを強化し、健康緊急事態の複雑な課題に対処
するための明確なアジェンダを設定しました。

WHO神戸センターは、心理社会的サポートのエビデンスマッピング（EviMaPS）調
査を実施して、災害関連のメンタルヘルスおよび心理社会的サポートに関する政策とプ
ログラムを特定するとともに、それらがメンタルヘルスに与える影響を評価しました。
このプロジェクトには、エビデンスの不足を浮き彫りにし、グローバルな政策、実践、
ガイダンスへの提言を行うという目的もありました。プロジェクトは2024年12月に終
了し、プログラムの有効性に関するいくつかのエビデンスが明らかになりました。こう
した研究では、一般に肯定的な結果が報告されていました。研究者らは、エビデンス
に基づくプログラムと政策立案を支えるために、より強固な評価を実施し、評価不足を
埋めるためにさらなる研究を行うよう求めました。

今中雄一氏
京都大学大学院 医学研究科医療経済学分野・健康危機管理システム学 教授

神戸グループの支援のおかげで、WHO神戸センターによる研究結果は国
内外で活用されています。こうした研究は、健康増進と健康緊急事態から
の保護というWHOのグローバルな目標と整合しているだけではなく、特
に急速な人口動態や疫学的変化が起こるなかでの人口高齢化に対応する
政策など、地域の優先事項とも合致しています。

30

WHO健康開発総合研究センター | WHO神戸センター・WKC | 30周年記念報告書



© 
W

H
O

/W
KC

WHO神戸センターの 
茅野龍馬医官が、 
災害・健康危機管理に 
おける研究と科学に 
関するWADEMセッションの
開会を告げる。

2025年2月、汎米保健機構（PAHO／WHOアメリカ地域事務局）は、WHO神戸
センターのLTCに関する画期的な研究を世界各国で利用できるようにするため、LTC
研究ブリーフシリーズのうち10件をスペイン語とポルトガル語に翻訳しました。これに
より、南米および中米、欧州およびアフリカの一部の政策立案者は、この資料を利用
できるようになりました。このシリーズは2025年に拡充されました。

WHO神戸センターは、EURO観測所およびWHO欧州地域事務局と共同で、『The 
care dividend: why and how countries should invest in long-
term care（ケアの配当：各国が継続的なケアに投資すべき理由とその
方法）』（30）と題する書籍を編纂し、2025年3月にケンブリッジ大学出
版局から出版しました。本書の執筆には各国の専門家が参加し、質の高
いLTCへの投資は、個人、社会、経済に利益をもたらすと主張しています。
センターは、LTCに投資すべき重要な理由を強調するため、政策立案者
向けの手引きとして5編の概要を作成しました。

2020年に始まったJADMとの協力は継続しており、2025年3月には
「災害医療における国際協力の強化：日本からの国際的発信・寄与の道
を探る」と題するWKCフォーラムが開催されました。この会合では、
2025年5月に東京で開催されたWADEM国際会議に向け重要な先行
提言が数多くなされ、世界の災害医療の発展に大きく貢献する日本の役
割が強調されました。WHO神戸センターはこの国際会議で、Health 
EDRM研究における能力開発を目的とするプレカンファレンス・ワーク
ショップを開催した他、WHO神戸センターの基盤研究の柱の一つである
「研究と科学を通じた災害レジリエンスのための災害・健康危機管理戦略

の推進」を取り上げたセッションを含め、3つの科学セッションを主催するなど、強い
存在感を示しました。
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生徒たちがWHOのマーガレット・チャン事務局長に、ひょうご・こうべ保健医療 
ハイスクールサミットの宣言を発表。

WHO神戸センターは、地域との関わりを深めるため、WHO神戸センター
で行われている研究の周知、協力関係の推進、またWHO神戸センター
の国内活動や世界における日本の研究貢献についての理解向上に積極的

に取り組んでいます。2016年以降は、所長や技官・医官たちは地域のパートナーとの
関係を深め若い世代のグローバルな意識を育てることを目的に、350を超える重要な
能力強化研修や会合、フォーラムを主催して地域社会とのコミュニケーションを強化し
てきました。

2016年9月、神戸市は初めてG7保健大臣会合を主催しました。これに関連し、
WHO神戸センターはG7神戸保健大臣会合推進協議会および厚生労働省と共に、高
校生の国際保健への貢献に関する初のひょうご・こうべ保健医療ハイスクールサミット
を開催しました。

このサミットは、文部科学省が進めるスーパーグローバルハイスクール事業を支援する
ためにWHO神戸センターが兵庫県教育委員会と大阪大学と2022年まで共同開催し
ていた年次イベントの最初の会合でした。 
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2022年8月、将来のグローバルヘルスを担
うリーダーを育てることを目的に、日本全国
の高校生と大学生を対象としたサマー・ス
クールを新たに立ち上げました。これは人気
の高い年次イベントに成長しました。神戸市
内のさまざまな学術機関、大阪大学、ino-

chi WAKAZOプロジェクトと連携し、実践的な研修と講義を行いました。2週間にわ
たるこのプログラムの締めくくりはWKCフォーラムで、そこで学生たちは、他の参加者
や専門家を前に自分たちの手掛けたプロジェクトについて発表します。2016年から
2025年にかけて、このイベントに参加した学生数は約4,000人に上ります。

2020年以降、WHO神戸センターは毎年少なくとも3回のフォーラムを開催していま
す。また、ウェブサイトやX（旧Twitter）、YouTube、LinkedInといったSNS、そ
の他のメディアを通じて、その活動を日本語と英語の両方で発信しています。さらに、
学生のWHO神戸センターオフィス訪問を受け入れたり、公衆衛生やWHOの活動に
ついての講義を行ったりしています。なお、新型コロナウイルス感染症の流行期には短
期間、オンライン講座に移行しました。2024年にはウェブサイトを刷新し、WHOの
プラットフォームに合わせてその構造を刷新しました。これにより、ユーザーエクスペリ
エンスが向上し、出版物を含むコンテンツへのアクセスが容易になりました。
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WHO神戸センターはWHOの本部、各地域
事務局および国事務所と密接に連携しなが
ら事業を進め、優先研究課題をWHOの

総合事業計画に合わせながら、研究計画が各加盟国の
ニーズに対応できるようにしています。また、研究の質
を確かなものにするために、外部専門家で構成される
サイエンティフィック・ワーキング・グループがWHO神
戸センターの研究提案を査読します。ACWKCは、
WHO事務局長に任命された各WHO地域を代表する
メンバーで構成されており、センターは設立以来30年
間、この委員会より戦略的な助言を受けてきました。
ACWKCは、WHO神戸センターの研究活動の監視お
よび見直しを行い、研究結果を科学的および技術的観
点から評価した上で、事務局長に提言を行います。 
ACWKC には、地元地域と日本の学術界をそれぞれ代
表する専門家、ならびにWHO神戸センターを資金面
で支えて来られた神戸グループの代表者、合わせて3名
も含まれます。神戸グループとの協働によるローカル・
ガバナンスには、神戸グループとの年次事業検討会議
やWHO神戸センター協力委員会との定例会議などが
含まれており、これにより研究の進捗状況の報告や情報
提供、意見交換を行いました。
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ビロージ・タンチャロエン サティエン氏
国際保健政策計画財団（IHPP）シニアアドバイザー（タイ） 
ACWKC議長（2018年、2022–2024年）、ACWKC委員（2016–2024年） 

1995年の設立以来30年にわたって、WHO健康開発総合研究センター
（WHO神戸センター）に対し継続的な財政支援を行ってきた兵庫県、神戸
市、神戸商工会議所、（株）神戸製鋼で構成される神戸グループに心から
の謝意を表します。

ACWKCの委員となり、その後議長を務めた私は、高齢化と保健医療制度、
UHC、そして健康危機管理など、WHO神戸センターの研究の数々が世
界に大きな影響を与えたことを目の当たりにしてきました。WHO神戸セン
ターの活動は、健康増進・保健というWHOのグローバルな使命と整合し
ているだけではなく、地域レベルの政策にも効果的に反映され、人口動態
や疫学面での急速な変化がもたらす課題に対処しています。

WHO神戸センターの歴代の所長と献身的なスタッフの揺るぎない取り組みのおかげで、保
健医療政策・制度の研究が大きな進展を遂げたことに深く感謝いたします。WHO神戸セン
ターは、研究、政策、そして実践をつなげる能力を駆使し、アジア太平洋地域を中心として、
世界やWHO地域の保健医療戦略の形成に極めて重要な役割を果しています。その功績は
グローバルヘルスにおけるレガシーであり、影響力のあるイノベーションを牽引し、より健康
でレジリエンスを備えた社会を世界中で実現するための組織的な取り組みを強固なものにし
ています。
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［啓発
・人
材育
成活
動の
成果

］

9500+
X （Twitter）

400+
YouTube

1700+
LinkedIn

成果の概要 
（第3期）： 

2016–2025年

7 ±4000 

±1380

353

SNSの 
フォロワー

WHO 
神戸センターの 
ウェブサイト

兵庫県を中心に 
約4,000人の高校生が、
毎年開催された 
WKCフォーラムと 
サマー・スクールに 
参加しました。

12回にわたる地域との 
関わりを促進するための
フォーラムに約1,380人が
参加しました。

講義が関西の若者を 
対象に行われました。

が2024年に 
リニューアルされました。
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［研
究活
動の
成果
］

グローバル研究 
パートナーと協力者

新型コロナウイルス
感染症に関する301本の
技術ガイダンス文書を 
日本語に翻訳しました。

グローバル 
コンソーシアム 

研究論文

32カ国の217人の専門家が 
WHOと協力し、 Health EDRM の 

研究手法に関するWHO初のガイダン
スと学習教材を編集しました。

159

301

217

253

2グループ
Health EDRM

60カ国から400人を 
超える専門家が、WHO 
神戸センターが事務局を 
務めるWHO災害・健康 
危機管理に関する 
グローバルリサーチネット
ワークで協力しています。

CARETRACK
CARETRACKは、医療と社会的ケアにおいて 
高齢者の未充足ニーズを評価するための能力開発を 
目的として、WKCの支援を受けて設立されました。
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8
津田塾大学 多文化・国際協力学科 
准教授

木村友美氏
（2008年12月–2009年1月）

WHO神戸センター
インターンシップ 
プログラム： 
次世代の公衆衛生
専門家を支援

WHOは、グローバルヘルスの目
標の達成に向けて、将来、公
衆衛生の分野を担う多様なリー

ダーの育成に取り組んでいます。WHO神戸
センターは、WHOインターンシッププログ
ラムを通して、世界中の学部生・大学院生に、
WHOの技術・管理プログラムを理解し、
WHOでの業務に携わる機会を提供してい
ます。WHO神戸センターに在籍したイン
ターンたちは、その後、日本や世界各地で
公衆衛生の向上に貢献しています。インター
ン生たちにとってWHO神戸センターでの経
験はどのようなものだったのでしょうか。

木村友美氏は2008年 12月から2009年 1月まで、
都市部の健康評価チームでインターンとして働きまし
た。また、京都大学で公衆衛生の博士号取得に向け
て、アジア諸国のコミュニティーにおける高齢者の食
事と健康に焦点を当て研究をするかたわら、コンサ
ルタントとして勤務していました。

「研究を政策決定プロセスにつなげるWHO神戸セン
ターでのアーバンハートプロジェクトに参加したこと
は、私にとって目から鱗が落ちるような経験でした。
博士課程終了後は、大阪大学で助教としてキャリア
をスタートさせました。

WHO神戸センターでの経験は、私にとってかけがえ
のないものでした。私の研究とキャリアに大きな影響
を与え、視野や研究的興味を広げてくれました。今
でも時折、自分が教える学生たちと一緒にWHO神
戸センターを訪れることがあり、その際にはWHO神
戸センターのスタッフが各自のプロジェクトについて
講義してくれます。このWHO神戸センターとのつな
がりには非常に感謝していて、次の世代にも引き継
いでいきたいと思っています。」
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順天堂大学医学部附属順天堂医院 
ペインクリニック部門 准教授

山田恵子氏
（2012年10月–12月）

山田恵子氏は兵庫県庁からWHO神戸セン
ターに参加し、フランシスコ・アルマダ氏の指
導の下でたばこの規制問題について研究して
いました。

「WHO神戸センターでボランティアおよびイン
ターンとして過ごした後、大阪大学大学院医
学系研究科・医学部を卒業（博士号を取得）し、
技官として厚生労働省で勤務しました。その
後、カナダのマギル大学で博士研究員として
働きました。

現在は大学の教員で、慢性痛の心理社会的側
面に焦点を当てた疼痛学と公衆衛生を専門と
しています。私の仕事は、疫学的アプローチ
に臨床研究を組み合わせたものです。WHO
神戸センターでたばこの規制問題に関わった
経験から得た知見は、痛みと喫煙の関係を探
る現在の研究に活かされ、痛みへの対処法と
しての喫煙に対する理解を深める一助になっ
ています。WHO神戸センターでの経験は大
変貴重なもので、私のキャリア形成に重要な
役割を果しています。設立30周年おめでとう
ございます。」

カヴィタ・コタリ・シャー氏はロンドン衛生熱帯医学大学院の公衆衛生
修士課程で学ぶ傍ら、WHO神戸センターでボランティアをしていまし
た。リサーチアシスタントとして都市化と健康に関する第2回のグロー
バルレポートに取り組み、リサーチ・シンセシスに興味を持ちました。

「WHO神戸センターで才能ある献身的な専門家たちと一緒に働くこ
とができたのは素晴らしい機会でした。WHO神戸センターで過ごし
たことで、研究結果がどのように集められ、統合され、そして指針や
政策に反映されていくのかについて、貴重な知見を得ることができま
した。これにより、私が公衆衛生に対して持っていた想いがしっかりと
した形となり、エビデンスに基づく研究についての専門知識が深まり
ました。」

WHO神戸センターで経験を積んだ後、カヴィタ・コタリ・シャー氏は
WHO本部でコンサルタントとして勤務。公衆衛生政策の策定や意志
決定に欠かせない重要なエビデンスを提供し、取り組んだ研究プロ
ジェクトの数は200を超えています。新型コロナウイルス感染症
（COVID-19）のパンデミックの間は、WHOの緊急対応チームを支
援し、ガイダンスの作成に不可欠な研究を特定するとともに、世界中
どこにいても無料でCOVID-19に関する文献にアクセスできるWHO 
COVID-19データベースの設計と管理に取り組みました。彼女は人
工知能（AI）の活用スキルを高め、WHOの研究部門を対象に体系
的な文献レビューに役立つ系統的調査手法・ツールに関する研修や
支援を行っています。

「最近私はLTCを提供するヘルスケアワーカーについての研究で、
WHO神戸センターの皆さんとまた一緒に働くことになりました。
WHO神戸センターのオフィスでバーバー所長と働くことは、旅が始
まった場所に最高の形で戻ってきたようなものです。学び、成長し、
そして世界の公衆衛生に寄与する、その基盤を与えてくれたWHO神
戸センターに私は心から感謝しています。」

WHO図書館・デジタル情報ネットワーク 
医療情報スペシャリスト（ジュネーブ）

カヴィタ・コタリ・シャー氏
（2014年9月–2016年6月） 
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国立健康危機管理研究機構（旧国立国際 
医療研究センター）国際医療協力局 助産師
／シニアアシスタントディレクター

池本めぐみ氏
（2017年11月–2018年3月）

池本めぐみ氏は、兵庫県立大学大学院看護学研究科
の博士課程の学生としてWHO神戸センターに入所
しました。緊急事態下における災害看護の分野でイ
ンターン・研究助手として働きました。

「WHO神戸センターでの経験は、私にとって人生の
ターニングポイントでした。グローバルヘルスにおけ
るトレンドと主な問題だけではなく、どのように関係
者と協力し合い、研究結果を政策に反映していくの
かについても学ぶことができました。そのことが国際
看護師協会の学生代表として2018年の第71回世界
保健総会（WHA）への参加につながり、2020年に
は国立国際医療研究センターに入職することになり
ました。」

近年、彼女はWHO神戸センターでの経験を活かし、
日本国内外での人材育成に取り組むとともに、グロー
バルヘルス、看護、助産関連の活動や研究に従事し
ています。また、モンゴルの技術協力プロジェクトで
専門家として働き、大学院の研修システムの構築、
規則の見直し、研修カリキュラムの開発に取り組みま
した。

リリアン・マドリガル氏はエモリー大学公衆衛生大学院か
らWHO神戸センターの活動に参加し、2018年5月から
6月までHealth Aging Grants Managementの関連
業務に携わりました。

「私は神戸市で育ち、WHO神戸センターの仕事や、神戸
市および兵庫県との連携事業にずっと憧れていました。イ
ンターンとして、非伝染性疾病の予防と管理のための
WHOによるコミュニティー介入の取り組みや、ユニバー
サル・ヘルスケアの実現に向けて各国を支援するWHOの
ミッションについて、多くのことを学べる機会に喜びを感
じました。

インターンとして働いたことはかけがえのない経験となり、
国際的な公衆衛生組織がどのようにして事業を進め、国
や地方自治体と連携するかということについて、独自の視
点が得られました。人々の健康を向上させるために、公
衆衛生の研究者がどのように科学的エビデンスを保健医
療のプログラム、政策、ガイダンスにつなげてていくかを
学びました。WHO神戸センターでの経験により、世界規
模での公衆衛生に対する広い理解と、複雑な公衆衛生問
題に対処するために他国から学ぶ方法を知ることができま
した。」

エモリー大学ロリンス公衆衛生大学院（アト
ランタ） アシスタントリサーチプロフェッサー

リリアン・マドリガル氏
（2018年5月–6月）
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ケンブリッジ大学公衆衛生学 博士課程在籍、
ケンブリッジ大学ジャッジ・ビジネス・ 
スクール 准講師

ジョシュア・ギャラガー氏
（2018年5月–7月）

ジョシュア・ギャラガー氏は、2018年に筑波大学からの
インターンとして参加し、技官の下で変化の理論に取り組
むとともに、日本の研究者との連携促進に携わりました。

「ここでのインターンの経験は、私のキャリアにとても重要
な意味を持っています。WHO神戸センターでは、グロー
バルな研究チームが緊急性の高い健康課題への対処にど
のように協力し合うのかを間近で見ることができました。
また、WHOのような組織が政策への研究結果の反映を
どのように主導するのかも学びました。

今後も、特に健康行動を中心に、公衆衛生における国際
協力の促進に尽力していきます。WHO神戸センターでの
経験に基づいて、行動的・社会的知見を応用することで、
世界で周縁化された人々へのケア改善に資する、公平で
エビデンスに基づいた健康介入の策定に取り組んでいき
ます。」
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1996年3月

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

神戸グループの 
支援終了 
メッセージ

1995年１月17日に発生した阪神・淡路大震災により
多くの尊い命が奪われ絶望に打ちひしがれていた中、
WHO神戸センターは1996年３月に開設され、「創

造的復興」を遂げるための希望の灯の一つとなりました。

WHO神戸センターは、「都市化と健康」を研究テーマに、
急激に進行する都市化への対策に必要な各国の情報収
集・分析に取組むとともに、地元と連携した研究の取組み
として、神戸市の要介護認定データを活用した将来の要介
護リスクの予測や認知症予防プログラムによる効果的な介
入方法の確立を目的とした共同研究などに取り組まれてき
ました。

これらの取り組みにより、多くの知見が国内外に発信され、
地域の認知度や評価の向上に貢献してきました。また、国
際会議・シンポジウムの開催や、高校生・大学生を対象と
したサマースクールの実施を通じて、国際交流の拠点とし
ての機能を強化するとともに、青少年の国際的な視野の
育成にも貢献してきました。
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2026年3月

16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

一方、地方自治体である兵庫県や神戸市が、国際機関であるWHO神戸センター
の運営を財政的に支援することについては、グローバルな活動の成果が県民や市
民にとって直接的に実感しにくい場合もあるため、地域への還元とのバランスや、
活動への理解を得ることが難しい面もあったと認識しています。

そのため、阪神・淡路大震災から30年という節目を迎え、「創造的復興」のシン
ボルプロジェクトとして設立されたWHO神戸センターの当初の目的は概ね果た
されたことから、2026年３月末を持って神戸グループによる財政支援を終了する
ことを決定しました。

30年間のWHO神戸センターの取組みへの感謝と敬意を表するとともに、これま
で得られた知見や経験は神戸グループだけでなく関係者間で共有し、未来の取組
みへ繋がるよう引き継いでいきます。

神戸グループ
（兵庫県、神戸市、神戸商工会議所、株式会社神戸製鋼所）
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付録1．
グローバル研究パートナー 
および協力団体 
（2016年–2025年）：
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センターの歴史については、以下を参照してください。

最初の10年を振り返って： 
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1995年–2020年
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